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淀屋橋法律事務所

AIシステムと人権侵害

１ ＥＵのＡＩ規制法の成立

２０２４年5月、ＥＵでＡＩ規制法(以下、「AI規制法」といいます。)が成立しました。 広くＡＩシステムに

関して規制を及ぼそうとするもので、その目的は、第１次的には、ＡＩシステムの利用による人的損害の

発生の防止や人権の侵害を予防しようとする点にあり、第２次的には、ＡＩシステムの開発において

ＥＵの競争力を高めようとする点にあると思われます。

ＡＩ規制法は、いわゆるレギュレーション（Regulation：加盟国による修正の余地はない拘束力を

持つ「規則」）で、ＥＵ各国内で、さらに外国企業でもＥＵ各国またはその企業等と取引を行う場合にも

直接適用され、違反者には、多額の罰金が課されます。 それゆえ、企業関係者にとっては、同年５月に

ＥＵで成立したＡＩシステムをも対象とする新製造物責任指令（Directive：目的に合致する範囲内に

おいては、加盟国の裁量で国内法でのカスタマイズが認められる「指令」）とともに注意をすべき

ルールといえます。

２ ＡＩシステムの活用

AIとは、「Artificial Intelligence（人工知能）」の略ですが、AI規制法が想定するAIシステムとは、

学習能力を持ち、学習した結果を踏まえて自律的に判断を行う、ないし一定の予測や推論を行うこと

ができるソフトウェア、と言ってよいと思います（AI規制法 ３条（１））。 ＡＩシステムは、近いうちに、融資

の場面、保険募集の場面等において、人の判断にとって代わり、さらに、自動運転車、マッチングや

シェアリングシステムで利用されるようになり、ひいては、社会インフラ、例えば、電力の需供給システム

の統括（部分的には既に行われています）など、あらゆる場面で活用されることが見込まれます。

こういったＡＩの利用で、①人手不足の問題の解消、②多くの

物やサービスに関する適切かつ迅速な需要と供給の調整、

③合理的なエネルギー消費、④これらに伴う消費者に有利な

契約内容の提案、等が見込まれ、現実世界がより充実した

内容になることが期待されています。

３ ＡＩシステムによる人権侵害リスク

人類の歴史を振り返ると、新しい科学技術の発展に対しては、副作用として新たな人権侵害が発生

してきました。 例えば、工業化社会の発展と公害の発生および地球温暖化、情報システム社会の進展

とＳＮＳによる人権侵害等、容易に思い付くところです。

近年、急激なＡＩ関連技術の発展に伴い、ＡＩシステムによる差別や人権侵害リスクに関して注目が

高まっています。 AIシステムが利用するデータ自体に偏りがあれば、当然ＡＩの判断にも偏りが生じ

ます。 例えば、オランダでは、税務当局が過去の不正申請のデータなどの個人情報をもとにＡＩ

システムによるリスク分析を行った結果、２万人以上が児童手当の不正受給者であるとの誤った認定

を受け、自殺者が出るなどの大混乱が生じました。

それゆえ、ＡＩシステム利用において懸念すべきは、経済上の権利侵害の

問題はもちろん、一番は、倫理上の問題を引き起こすことにあると考えるべき

でしょう。 ＡＩシステムの開発や利用するに当たっては、人的損害の発生の防止

や人権侵害の予防措置、インシデント発生後の民事上の損害賠償システム、

刑事制裁の整備等が不可欠です。



４ 具体的事例 ～あなたならどう考えますか？～

ＡＩ規制法をもとに、ＡＩシステムを活用した具体的な場面を想定しながら考えてみたいと思います。

① 映画「マイノリティ・リポート」の世界
トム・クルーズが主演し、大ヒットした有名な映画です。 この映画は、超能力者が将来犯罪を

行う者を予測して、あらかじめこれを検挙することで殺人発生率０％になったという近未来の世界を
描きました。 主人公は予想犯罪者を捕まえることを仕事としています。 この超能力者に代わり、AI
システムが予測する犯罪者を逮捕するということは、許されるでしょうか。
ＡＩシステムの特徴として、「検証可能性が不十分である」という点が挙げられます。 例えば、ＡＩ

システムが、ある者がある犯罪構成要件に該当する行為を行うと予測しても、最後の最後で犯罪を
思い留まる可能性は排除できませんし、他の要因で犯罪が実現しない可能性も排除できないため、
確実に犯罪を犯したかどうかの検証ができませんし、反論もできません。 それゆえ、ＡＩ規制法は、
これを原則として禁止しています（AI規制法 ５条１項（ｄ））。

② 犯罪捜査システム
重大犯罪が起こった場合、早く犯人が検挙されることを願うのは当然

のことです。 そこで、日本中に設置された防犯カメラ等で取得された
映像情報を利用して、ＡＩシステムを利用して犯人を発見しようとすること
は、許されるでしょうか。
ＡＩは、画像を認識して人物を特定することを得意としています。 これを応用した設備をリアル

タイム遠隔生体認証認識システムといいます（AI規制法 3条42号）。
十分なデータがあれば、ＡＩシステムは、短時間で、犯人の居所を発見することができるでしょう。
そういった利点は間違いなくあります。
しかし、こういった装置は、興味本位また他者支配のためなど犯罪以外で利用される可能性が

あり、その場合、被追跡者のプライバシーの重大な侵害となりますから、これを無規制に可能とする
ことは、大変な人権侵害となり得ます。
ＡＩ規制法は、これを原則禁止とし、重大犯罪の被疑者等について、裁判所が令状を発布した

場合等に、これを許しています（AI規制法 5条1項（ｈ）、同条3項）。

③ 人材採用の場面でＡＩシステムの活用
新卒にせよ中途採用にせよ、人材採用に関する悩みは尽きません。 そこで、例えば、ＡＩシステム

に、当該会社の従業員のデータをラーニングさせ、そのデータと受験者のデータを対照させて採用
候補を絞ることは許されるでしょうか。
当該会社の従業員データのみをAIシステムの採用判断の基礎とすると、

性別・年齢等に着目した就職差別を引き起こしかねません。 ＡＩ規制法は、採用
の場面においては、十分に透明性が確保される方法等により、AIシステムが
動作することを義務づけています（AI規制法 ６条２項付属書Ⅲ、１３条等）。

５ 最後に
ＡＩシステムの活用により、生活がいろいろな場面で飛躍的に便利になることは疑いのないところです。

しかし、その便利さの裏側には人権侵害の可能性を秘めていることを認識しなければなりません。
我が国では、令和７年５月２５日に「人工知能関連技術の研究開発及び活用の推進に関する法律」

（ＡＩ新法）が成立したほか、同年３月２８日には総務省と経済産業省から「ＡＩ事業者ガイドライン
（第１．１版）」が公表されています。 現時点では、ＥＵのＡＩ規制法のような規制は存在せず、ＡＩ新法と
ガイドラインによるソフトな規制により、ＡＩシステム開発の促進とのバランスを取る方針が示されています。
ＡＩシステムの自由な開発環境の整備により、その利便性を発展させるとともに、人的損害の発生の

防止や人権侵害の防止という観点から、利用・規制環境を適切に構築して、次世代につないでいく
ことこそ、我々人類に課された重要な課題と言えるでしょう。

（弁護士 奥田 直之）



● 新人弁護士紹介新人弁護士紹介 ●

このたび、ご縁をいただきまして、淀屋橋法律事務所に入所いたしました
弁護士の三浦 雄一郎（みうら ゆういちろう）と申します。

千葉県出身ではありますが、両親が大阪出身であり、また私自身も大阪と
京都に住んでいたことがありますので、関西は私にとって「もう一つの
ふるさと」のような親しみを感じる場所です。 なかでも、大阪で過ごした日々
の楽しさや温かい人とのつながりは、今でも鮮明に記憶に残っています。

子どもの頃からの憧れであった弁護士となった今、「弁護士であり続けること」の重みと難しさ
を実感しています。 初心を忘れず、一つひとつのご相談に誠実に向き合い、信頼いただける法的
サポートを提供できるよう努めてまいります。
ご指導ご鞭撻のほど、何卒よろしくお願い申し上げます。 弁護士 三 浦 雄一郎

表紙の写真
「 イルカショー 」

甥っ子とイルカショーを見に行きました。

色とりどりの光が水面と噴水に反射し、

まるでイルカたちが宇宙の中を舞っている

ようでした。

観客の歓声と水しぶきが一体となり、命の

躍動の美しさを感じさせる瞬間でした。

（ 撮影者 弁護士 堀 内 みづ希 ）

ご 挨 拶

拝啓
盛夏の候、 ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。
平素は格別のご高配を賜り、心より御礼申し上げます。
近年、国際情勢の不透明化や経済環境の変動、さらにはAIをはじめとする

技術革新の急速な進展により、企業を取り巻く社会は大きな変化の只中に
あります。 これに伴い、法的リスクやコンプライアンスのあり方も日々進化を
求められております。

私ども法律事務所では、こうした複雑化する社会環境に対応すべく、時代の動きを敏感に捉え、
先を見据えた法的サービスの提供に努めております。 クライアントの皆様、 顧問先の皆様が
安心して事業に専念できるよう、引き続き誠心誠意お手伝いをさせていただく所存です。

酷暑の折、皆様におかれましてはどうぞご自愛のうえ、ますますのご健勝とご発展を心より
お祈り申し上げます。

敬具
令和 ７ 年 盛夏

弁護士法人淀屋橋法律事務所
代表弁護士 安 田 正 俊

訃 報

当事務所に平成２５年３月まで所属して

おられた、芝康司先生が本年５月１８日、

享年９３歳で逝去されました。

通夜、告別式はご遺族のご希望により、家族葬で

執り行われました。

芝先生のご冥福を祈りつつ、謹んでご報告致します。

弁護士法人淀屋橋法律事務所 一同


